
 

松戸市職員等の内部公益通報の処理等に関する要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、公益通報者保護法（平成１６年法律第１２２号。以下「法」という。）に基づく職

員等による公益通報の処理に関し必要な事項を定めることにより、内部公益通報者の保護を図るととも

に、公正な市政運営及び市民の信頼を確保することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

⑴  職員等 次に掲げる者をいう。 

ア 市の職員 

イ 市と請負契約その他の契約に基づいて市の事務事業に従事する者 

ウ 公の施設の指定管理者の職員 

エ 通報の日前１年以内に、アからウに掲げる者のいずれかであった者 

⑵  内部公益通報 職員等が、市の事務事業の管理、運営、執行等に係る行為（職員等の私生活上の

行為を含まない。以下「特定行為」という。）が、次の各号のいずれかに該当すると思料する場合

に、当該行為について行う通報をいう。 

ア 法令（条例、規則等を含む。以下同じ。）に違反する行為 

イ 人の生命、身体、財産その他の利益を害し、又はこれらに対して重大な影響を及ぼすおそれのあ

る行為 

ウ 公益に反し、又は公正な職務を損なうおそれのある行為 

 ⑶ 通報者 内部公益通報をした職員等をいう。 

 ⑷ 被通報者 法令違反行為等を行った又は行っていると通報された者をいう。 

（職員通報窓口） 

第３条 職員等からの内部公益通報を適正に処理するための窓口（以下「職員通報窓口」という。）を総

務部人事課、生涯学習部教育総務課、消防局消防総務課、水道部総務課に置く。ただし、市長は、必要

があると認めるときは、市の外部に職員通報窓口を置くことができる。 

 



 

２ 内部公益通報に係る事務を適切に処理するため、当該事務を総括する内部通報対応責任者を置くこと

とし、総務部に設置した通報相談窓口にあっては総務部長を、生涯学習部に設置した通報相談窓口にあ

っては生涯学習部長を、消防局に設置した通報相談窓口にあっては消防局長を、水道部に設置した通報

相談窓口にあっては水道部総務課長をもってこれに充てる。 

３ 職員通報窓口は、内部公益通報の受付及び相談に関する事務を所掌する。 

（従事者の義務） 

第４条 内部公益通報の処理に従事する職員又は従事していた職員は、その職務によって知り得た秘密を

漏らしてはならない。その職を退いた後も、また、同様とする。 

２ 内部公益通報の処理に従事する職員は、自己が従事する事務に関係する内部公益通報の処理に関与し

てはならない。 

（通報者の責務） 

第５条 職員等は、内部公益通報をしようとするときは、客観的な資料に基づき誠実に行うように努める

ものとする。 

２ 職員等は、誹謗中傷、私利私欲等の不正な意図又は私憤、敵意等の個人的な感情によって内部公益通

報をしてはならない。 

（相談及び通報の方法） 

第６条 職員等は、電子メール、ファクシミリ、郵送、電話又は面談により、第３条第１項に規定するいず

れの職員通報窓口に相談又は通報をすることができる。 

（通報の受付） 

第７条 職員通報窓口は、通報を受け付けたときは、次に掲げる事項について通報者に確認するものとす

る。ただし、通報者の同意が得られない場合その他確認に支障がある場合は、この限りでない。 

⑴ 通報者の氏名、所属及び連絡先（相談又は通報に係る事実が客観的に証明できる場合を除く。） 

⑵ 被通報者の氏名、所属 

⑶ 通報者と被通報者との関係 

⑷ 通報の内容となる具体的かつ客観的な事実及び関係する法令等 

⑸ 前号の事実を裏付ける資料等の有無及びその名称等 

⑹ その他必要と認められる事項 



 

（内部公益通報の受理等） 

第８条 職員通報窓口は、次に掲げる要件を全て満たす通報である場合は、受理するものとする。 

⑴ 苦情、要望、意見又は相談（職員通報窓口以外の窓口で受け付けること等によって処理を図ること

が適当と認められるものを含む。）ではないこと。 

⑵ 通報対象事実（職員等の特定行為が第２条第２号アからウまでのいずれかに該当することをいう。

以下同じ。）を指摘しているものであること。 

⑶ 過去に行われた同一の通報者からの同一の趣旨の通報ではないこと。 

⑷ 通報受付時に、関係する部署等が当該通報の対象となった事実に対応していないこと。  

⑸ 訴訟、和解、あっせん、調停、仲裁その他の手続によって解決又は処理を図ることが適当と認めら

れないこと。 

⑹ 内容が具体的かつ客観的で、十分な調査を行うことができるものであること。 

⑺ 是正措置を講じることができるものであること。 

２ 職員通報窓口は、通報を受理したときは、次に掲げる事項を通報者に説明するものとする。ただし、

通報者が自らの個人情報の秘匿を必要としない旨申し出た場合、通報者が説明を望まない場合、匿名に

よる通報であるため通報者への説明が困難である場合その他やむを得ない理由がある場合はこの限りで

ない。 

⑴ 通報に関する秘密が保持されること。 

⑵ 通報者の氏名、住所、所属、連絡先その他の個人が特定される情報（以下「個人情報」という。）

が保護されること。 

⑶ 通報をしたことを理由として、不利益な取扱いを受けないこと。 

⑷ 通報受付後の手続に関すること。 

⑸ その他必要と認められる事項 

３ 職員通報窓口は、内部公益通報が行われたときは、その内容を内部通報対応責任者に報告するものと 

する。 

４ 職員通報窓口は、内部公益通報を受理したときはその旨を、内部公益通報を受理しないときはその旨

及びその理由を、遅滞なく通報者に通知するものとする。 

 



 

（調査の実施） 

第９条 職員通報窓口は、関係者からの事情の聴取、書類の閲覧その他の必要かつ相当と認められる方法

により調査を行う。 

２ 前項の規定により調査を行う者は、調査の実施に当たっては、通報者の秘密を守るとともに、個人情

報を保護するため、通報者が特定されないよう十分に留意しなければならない。 

３ 職員等は、調査に誠実に協力するとともに、調査の状況等を他に漏らしてはならない。 

４ 職員通報窓口は、通報対象事実が、市長その他幹部職員に関係する場合、これらの者からの独立性を

確保する措置をとることとする。 

（外部調査員） 

第１０条 市長は、内部公益通報に係る事務処理の適正を確保するために必要があると認めるときは、内

部公益通報外部調査員（以下「外部調査員」という。）を置くことができる。 

２ 外部調査員は、公益通報について公平かつ中立な立場で適切にその職務を遂行できる者のうちから市

長が委嘱する。 

３ 外部調査員は、その職務によって知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、また、

同様とする。 

４ 外部調査員が行う調査については、前条の規定を準用する。 

（調査結果の報告） 

第１１条 職員通報窓口は、第９条第１項による調査の結果を内部通報対応責任者に報告するものとする。 

２ 内部通報対応責任者は、調査の結果、通報対象事実があると認めた場合には、その旨を任命権者へ報 

告するものとする。 

（是正措置の実施等） 

第１２条 任命権者は、前条第２項の報告を受けたときは、速やかに是正措置及び再発防止策（以下「是

正措置等」という。）を講じるとともに、必要があると認めるときは、職員の処分又は告訴若しくは告

発を行うものとする。 

２ 職員通報窓口は、調査の結果及び是正措置等が講じられたときはその内容を、是正措置等が講じられ

なかったときはその旨及び理由を、遅滞なく、通知を希望する通報者に通知するものとする。 

 



 

 （公益通報対応業務従事者） 

第１３条 公益通報者保護法第１１条第１項に規定する公益通報対応業務従事者は、職員通報窓口に所属

する職員のうち労務を担当するもの及び外部調査員とする。 

（不利益取扱い等の禁止） 

第１４条 任命権者その他職員は、職員等が内部公益通報をし、又は職員等が内部公益通報の相談をした

ことを理由として、不利益な取扱いを行ってはならない。 

２ 任命権者は、前項の不利益な取扱いを行った者に対して、懲戒処分その他適切な措置を採るものとす

る。正当な理由なく、通報又は相談に関する秘密を漏らした職員等についても、また、同様とする。 

３ 任命権者その他職員は、内部通報者等を特定しようとする行為を行ってはならない。 

（公表） 

第１５条 市長は、毎年度、内部公益通報に関する処理の状況について、インターネットの利用その他の

適切な方法によりその概要を公表するものとする。 

（通報処理後の通報者への事後措置） 

第１６条 管理者は、内部公益通報を処理した後、通報者に対し、内部公益通報をしたことを理由とした

不利益な取扱いが行われていないかの確認その他の通報者の保護に係る適切な措置を採らなければなら

ない。 

（補則） 

第１７条 この要綱に定めるもののほか内部公益通報に関し必要な事項は、別に定める。 

   附 則 

 この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和４年１０月１日から施行する。 


